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2012年度政府予算編成に関する要請書

　国民生活の安定に尽力されておられる貴職に対し敬意を表します。

　さて、2012年度予算編成にむけた作業が進められている段階にあたり、下記の課題についてのご検討と積極的な対応を要請します。

（◎が重点課題）

記

【自然エネルギー政策への転換】

◎1.　福島原発での重大事故を受け、早急な原子力政策の見直しが迫られていることから、化石燃料、原子力を中心としたエネルギー政策から、持続可能な自然エネルギー政策への転換推進にむけて、必要な財源を確保すること。また、公共施設や家庭に自然エネルギー設備の導入をはかるため、補助金を充実させること。

◎【東日本大震災からの復興】

1.　被災自治体には、行政支援として多数の自治体職員が派遣されていることから、派遣職員に対する内部被ばく検査等、必要な検査等の実施にあたって生じる財政負担に対し、財政措置を講じること。

2.　放射能除染地域が年１ミリシーベルト以上に拡大されることを踏まえ、除去の進め方についての統一的な基準を策定し、当該自治体に示すとともに、除染に要する費用について、該当自治体に対する財源措置を講じること。

3.　放射能汚染廃棄物の処理について、国が一定の判断基準を示すこと。また、廃棄物処理の費用について、必要な財源を確保すること。

【環境・循環型廃棄物行政の構築について】

1.　市町村における発電などエネルギー効率の高い廃棄物処理施設の建設や、災害廃棄物を一時的に選別保管できるストックヤード等の建設を行うための「循環型社会形成推進交付金」について、３Ｒの推進や広域的な処理の必要性から市町村が最大限活用できるよう増額をはかること。

2.　右肩下がりに廃棄物が減量するなかで、長期スパンの運転管理を前提にすると、廃棄物の減少状況の見極めが難しく技術的・経済的な面から新炉の処理能力の計画に支障をきたしているため、全国調査を実施し改善をはかること。また、まだ稼動できる焼却施設を廃炉にするのではなく災害ごみの受け入れなど施設の活用をはかること。

◎3.　容器包装リサイクル法の改正にともなう「事業者が市町村に資金を拠出する仕組み」については、より一層拡大生産者責任制度の主旨にそって、分別基準適合率の緩和と、拠出額の拡充をはかること。また、容器包装リサイクル法以外の製品プラスチックや法適用物であってもリサイクル不適物の処理にかかる事案については、2013年容器包装リサイクル法改正にむけて、市町村の回収・処理体制と排出者（市民）の意識調査を行うこと。

4.　フェニックス計画について、首都圏も10年後には最終処分場の枯渇が予測されている。一方近畿圏フェニックス計画については、既に法制定から30年が経過し港湾管理者に過大な負担を掛けていることから、財政システムの見直しを中心に法改正を行い、新たな循環型社会に適合するスキームの変更について関係機関と協議を行うこと。また、災害時の緊急避難的な役割も考慮して近畿圏に限定せず、首都圏等ブロック単位で協議の場を設置すること。

◎5.　家庭用小型家電および小型電子機器等のリサイクル制度の創設は、個人情報の保護、回収体制、費用負担等課題を多く含んでいることから、専門小委員会での議論だけでなく、地方自治体や関係団体との十分な意見交換を行うこと。また、新制度設計にむけては、レアメタルや貴金属の回収による経済効果のみを優先することなく、回収後の処理施設の体制整備等、環境に配慮した循環型社会の確立を前提として検討すること。なお、有価物の不当な抜き取りに対して厳しく取り締まるための対策および予算措置を講ずること。

6.　今日の社会状況を勘案して、家電四品目のリサイクルにかかる費用の適正な原価について定期的に調査し、リサイクル料金の「引き下げ」について検討を行うこと。また、リサイクル料金「前払い」制度の導入について引き続き検討を行うこと。

7.　東日本大震災で大量に発生した家屋・建物の瓦礫や、自動車・家電等の災害廃棄物および福島第一原子力発電所の事故による放射能汚染廃棄物について、基準に沿って適正処理・処分が行われるよう指導を徹底すること。また、最終処分場の確保と安全を保つための対策を行うこと。

8.　東日本大震災の教訓を踏まえ、災害時の緊急対応はもとより、被災住民のライフラインの根幹となる浄化槽関連の、し尿・汚泥収集についても、一体的に補助の対象とすること。

【環境行政に関わる調査研究業務の推進について】

◎1.　2012年度重点予算要求事項および主要新規事項のうち、環境省として推進する公設試験研究機関（以降、公設試）に関わる財源を確保すること。

◎2.　公設試並びに環境（衛生）研究所のレベル向上と全国的な均整化を引き続きはかり、それに見合う技術職員や研究職員の人材育成を計画的に講ずること。

3.　将来予測のための環境汚染予測システムの構築と基礎となるモニタリング調査の重要性を引き続き提起し、突発的事態に備えた危機管理システムの体制を全国同一レベルで整備すること。また、モニタリング調査など環境調査分析業務の民間などへの委託における精度管理の維持システムを確立すること。

4.　環境改善のための海外展開支援、国際協力支援について、中国をはじめ環境問題が大きな課題となっている開発途上国などの国々に対して、公設試の持つ高度な分析技術や環境保全対策技術を活用して支援できるよう、引き続き体制整備および予算措置を行うこと。

5.　先に発生した東日本大震災に関わり、被災地域の公設試は甚大な被害を受けている。被災地域の安全な環境を確保するためには、これら公設試の復旧が不可欠である。このようなことから機能復旧のための試験研究設備導入支援などの施策を検討すること。

6.　震災による影響で、電力量回復にむけた一般企業などの非常用装置の稼働による汚染物質の排出量を把握し、今後の温室効果ガス削減における課題について地方自治体と協力し、対策を講じること。さらにクリーンエネルギー開発など世界的な視点に立った技術的・財政的な支援政策を行うこと。その際、原子力発電など総合的にリスクの高いエネルギーの使用については新たな採用をしないこと。

7.　東日本大震災による有害化学物質の飛散や汚染について、震災以前の環境状況に戻るまでモニタリング調査の実施を公設試等と協力して行うこと。また、放射能で汚染された瓦礫や地域の土壌等の除染作業前後の状況把握を公設試等と協力して行うこと。

以　　上　　
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